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洋上風力発電のための海域利用ルール整備

● 洋上風力発電について、海域利用のルール整備などの必要性が指摘されていた
ところ。

● 必要なルール整備を実施するため、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に
係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域利用法）」が成立（2018年12月
7日公布。2019年4月1日から施行）。

再エネ海域利用法の創設により実現
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● 促進区域の指定に向けては、都道府県からの情報収集等を踏まえ、有望な区域等を
整理した上で、この整理に応じて、協議会における調整や国による詳細調査を進めて
いくこととしている。
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浮体式（目安）の該当海域

着床式（目安）の該当海域

村上市

胎内市 種類 年平均風速・水深 該当海域

着床式

年平均風速6.5m/s以上
水深30m以下 黄色

年平均風速6.5m/s以上
水深30m超50m以下 橙色

浮体式
年平均風速8.0m/s以上
水深50m超200m以下 緑色

本県から国への情報提供（有望な促進区域の候補地）
● 村上市・胎内市沖について、以下のとおり本県が想定する「有望な区域」として
国に情報提供（平成31年４月）

１ 自然的条件（風況、水深等）の適切性、出力の量の見込み
・ 新潟県沖洋上風力発電ポテンシャル調査結果（平成28年）において、着床式
洋上風力発電の目安（年平均風速6.5m/s以上、水深30m以下）に該当するエリア
が広範囲に存在することを確認。

・ 複数の事業者が洋上風力発電を検討しており、相当程度の出力が見込まれる。
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2 地元市町村の検討状況や利害関係者との調整状況

・ 村上市及び胎内市の洋上風力発電の導入に係る検討状況から、協議会
（再エネ海域利用法第９条第１項）の設置が可能と考えられる。

【村上市の状況】
岩船沖エリアにおける洋上風力発電導入について、利害関係者等による

研究会を平成26年に設置し検討を開始、その後「村上市岩船沖洋上風力
発電推進委員会」を設置し、平成26年から平成30年までの間に発電事業者
の計画についての検討実績あり。

【胎内市の状況】
市の洋上風力発電導入に向けた取組について利害関係者等に説明を開始

しており、今後、洋上風力発電研究会の設置を予定。
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国による有望な区域の整理（令和元年７月30日）の概要
● 国は、都道府県等からの情報や有識者による第三者委員会の意見を踏まえ、
本県の村上市・胎内市沖を含む11区域を「一定の準備段階に進んでいる区域」
として整理

● 村上市・胎内市沖については、「有望な区域（※）」には選定されず、
「今後の進め方における留意事項」として、「系統の確保、利害関係者の特定
及び調整が必要」とされた。
※ 有望な区域として選定された４区域については、協議会の組織や国による風況・地質調査

の準備を直ちに開始
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協議会における調整
● 協議会は、経済産業大臣・国土交通大臣・都道府県知事が組織し、利害関係者
との間で、合意形成に向けた調整を行う。

【協議会における協議事項】
① 促進区域の指定（変更を含む。）についての利害関係者との調整
② 事業者の公募に当たっての留意点
③ 発電事業に係る工事等に当たっての必要な協議、情報共有等
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系統の確保について

● 再エネ海域利用法第８条第１項第４号では、促進区域の指定基準と
して、「系統接続の見込みがあること」が定められている。

１ 系統接続とは

・ 発電した電気を一般送配電事業者（電力会社）の送電線、配電線に流す
ために、電力系統に接続すること

・ 系統への接続希望者（事業者等）が一般送配電事業者に接続検討の申込み
・ 一般送配電事業者が技術的検討等を踏まえて連系承諾を行い、系統連系
希望者が工事費負担金を支払うことで、工事が実施され、系統への接続が
開始

２ 国が系統接続の見込みを確認する際の視点

・ 事業者等が想定される発電事業の規模につき確保している系統を、促進
区域の指定後公募のために活用すること（他事業者が選定され場合は
当該系統係契約を承継することを希望していること。）

・ 事業者等が想定される発電の規模につき系統を確保している場合としては、
以下を想定

（１）事業者等が電力会社との間で接続契約を締結している場合
（２）事業者等が系統接続を確保する蓋然性が高い場合
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環境影響評価法との関係

● 再エネ海域利用法においては、 環境影響評価法の特例は設けられて
いない。

● したがって、公募によって選定された事業者は、環境影響評価法に
基づき環境影響評価手続を実施する必要がある。


